
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰に、酸化鉄或いは二酸化マンガンを加え、更に酸
と水を混合して室温以下に保持した酸混合溶液を加えたものを、室温以下の温度を保持し
つつ混練し、得られた粘土状物質を成形することを特徴とする下水汚泥焼却灰固化物の製
造方法。
【請求項２】
高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰１００ｇに対し、酸化鉄１～３ｇ或いは二酸化マ
ンガン１～３ｇと、９７％濃硫酸９～１５ｃｃと水２５～４５ｃｃを混合した酸混合溶液
とを添加し混練することを特徴とする請求項１に記載の下水汚泥焼却灰固化物の製造方法
。
【請求項３】
開放型摺り練り機を用いて混練することを特徴とする請求項１又は２に記載の下水汚泥焼
却灰固化物の製造方法。
【請求項４】
成形した粘土状物質を加温することを特徴とする請求項１又は２又は３に記載の下水汚泥
焼却灰固化物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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本発明は、高分子凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰を処理して固化物を製造する方法に関し
、強度に優れ且つ酸の溶出がない固化物を得ることができ、しかも混練時における粘土状
物質の塑性を高めると共に、硬化速度の調整を容易にして、混練作業及び成形作業の操作
性を良好ならしめ得る下水汚泥焼却灰固化物の製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
下水処理によって発生する汚泥量は下水道の普及に伴って増加し、その主たる処分先であ
る埋立地の減少などにより埋立処分は益々困難となり、その処分量の低減のため減量、減
容の必要性が要求されている。
【０００３】
又、減量、減容に止まらず、下水汚泥の有効利用のための資源化技術の確立が望まれてい
る。
【０００４】
下水汚泥の処理方法としては、▲１▼下水汚泥を脱水しコンポスト化し有機質土壌改良材
として利用する、▲２▼埋立処分する、▲３▼脱水ケーキを焼却後埋立処分する、などが
一般的である。
【０００５】
一方、近年、より高度な処理方法として、下水汚泥焼却灰を煉瓦状に圧縮成形し、焼成し
て製品とするか、下水汚泥或いは下水汚泥焼却灰を高温溶融し骨材とするなどの方法が取
られるようになってきている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、これら焼成煉瓦や溶融骨材などの製造には、多大の熱量と特別の設備を必要とす
る。
【０００７】
又、大量処理に適すと思われる土木、建築の分野において下水汚泥や下水汚泥焼却灰とセ
メントの混合物は、強度面において一般的な用途に不向きである。
【０００８】
本発明は、かかる従来の問題点を解決するためになされたもので、その目的は、下水汚泥
焼却灰の減量、減容と資源の有効利用を可能とし、強度に優れ且つ酸の溶出が少ない固化
物を提供し、しかも混練時における粘土状物質の塑性を高めると共に、硬化速度の調整を
容易にして、混練作業や成形作業等の操作性を良好ならしめ、連続生産を可能にする下水
汚泥焼却灰固化物の製造方法を提供することにある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
本発明の下水汚泥焼却灰固化物の製造方法は、高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰に
酸化鉄或いは二酸化マンガンを加え、更に酸と水を混合して室温以下に保持した酸混合溶
液を加えたものを、室温以下の温度を保持しつつ混練し、得られた粘土状物質を成形する
ことを特徴とする。
【００１０】
本発明では、曲げ強度が強く、酸の溶出が少ない固化物が得られ、更に混練時における粘
土状物質の塑性を高めることができるので、温度の上昇を抑制できる方法で混練して硬化
速度の調整を図ることができ、よって混練作業及び成形作業の操作性が良好となって、高
品質の下水汚泥焼却灰固化物を連続的に製造することが可能となる。
【００１１】
又、本発明では、高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰１００ｇに対し、酸化鉄１～３
ｇ或いは二酸化マンガン１～３ｇと、９７％濃硫酸９～１５ｃｃと水２５～４５ｃｃを混
合した酸混合溶液とを添加し混練すると、より一層高品質の下水汚泥焼却灰固化物を製造
することができ、開放型摺り練り機を用いて混練すると、粘土状物質の温度上昇を抑制し
つつ均一混合することができ、成形した粘土状物質を加温すると、成形体の固化を短時間
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で行うことができる。
【００１２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の好適な実施の形態について説明する。
【００１３】
表１に高分子系凝集剤を使用した下水汚泥焼却灰の化学組成例を示す。
【００１４】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１５】
表１において、下水汚泥焼却灰の化学組成の特徴として、五酸化二燐（Ｐ 2Ｏ 5）の量が極
端に多いことが言える。このため、セメントなどと配合した下水汚泥焼却灰固化物は、強
度が小さく実用化には適さない。
【００１６】
そこで、表１に示す化学組成の下水汚泥焼却灰１００ｇに対して、硫酸９７％含有濃硫酸
９～１５ｃｃ、水２５～４５ｃｃを添加し、温度が３５℃以下に保持されるようにして下
水汚泥焼却灰と酸混合溶液を手練りにより混練すると、褐色の粘土状の物質が得られた。
この粘土状物質を型枠に圧入して型枠とも１００℃で１０分間加温し、成形体として型枠
から外せる強度に達したため脱型した。その後１４日間自然養生することによって、強固
な褐色の下水汚泥焼却灰固化物が得られた。
【００１７】
表２は配合比、表３はこの下水汚泥焼却灰固化物の性能を示し、この配合比及び性能は本
件発明者が先に出願した発明（特願平９－２６１７１４号明細書）である。
【００１８】
【表２】
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【００１９】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２０】
上記した先に出願の発明によれば、曲げ強度に優れ、且つ酸の溶出が少ない下水汚泥焼却
灰固化物を製造することができる。
【００２１】
しかし、先に出願の発明を用いて下水汚泥焼却灰固化物を工業的に連続製造するためには
、更に次に示すような課題を解決するのが好ましい。
【００２２】
即ち、先に出願の発明における下水汚泥焼却灰と酸混合溶液との混合物は、塑性（流動性
）が比較的低く粘度が高いために、機械的手段で均一に充分な混練を行うことが困難な場
合が考えられる。
【００２３】
機械的に混練する方法としては、スクリュー式摺り練り機を用いることが考えられるが、
下水汚泥焼却灰と酸混合溶液とは混合時に反応による発熱がある上に、スクリュー式摺り
練り機での混練時に摩擦熱による発熱があり、しかもスクリュー式摺り練り機は密閉型の
構造を有しているために熱が内部に籠り易く、そのために急激な温度上昇を生じ易い。従
って、粘度状物質の温度が管理しにくいことが考えられる。
【００２４】
更に、前記したように混練時に粘土状物質の温度が上昇すると、粘土状物質が固化を開始
してしまうために、混練した粘土状物質をスクリュー式摺り練り機から取り出して型に入
れて成形する等の取扱い時間を確保しにくくなり、また粘度が高いと充分な混練が行いに
くいために均一強度の下水汚泥焼却灰固化物を製造しにくくなる。
【００２５】
本発明者は、種々の試験を行った結果、高分子冷却灰は、酸化鉄或いは二酸化マンガンと
酸混合溶液とを混練すると、反応してその形状が塑性に富んだゴム状に変化し、やがて粘
土状の物質となり、このグリーンな物質はやがて硬化して強固な下水汚泥焼却灰固化物と
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なることを見出した。
【００２６】
本発明を実施するにあたっては、高分子系凝集剤を用いた表１の下水汚泥焼却灰１００ｇ
に対して、酸化鉄１～３ｇ或いは二酸化マンガン１～３ｇを添加すると共に、９７％濃硫
酸９～１５ｃｃと水２５～４５ｃｃとを混合し室温以下に保持しておいたものを添加し、
これら下水汚泥焼却灰と酸化鉄或いは二酸化マンガンと酸混合溶液との混合物を、図１に
示すような開放型摺り練り機を用いて混練する。表４、表５は本発明を実施した配合比を
示す。
【００２７】
【表４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２８】
【表５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２９】
表４、表５の配合比で配合した混合物は、塑性（流動性）が高められてゴム状となり、よ
って図１に示すような開放型摺り練り機を用いた混練によって容易に均一に混合すること
ができ、しかも混練時に粘土状物質の温度が上昇して固化反応が開始されるようなことも
防止できた。
【００３０】
塑性が高められた要因としては、酸化鉄及び二酸化マンガンの添加によって次式に揚げる
反応を起きているものと考えられる。
【００３１】
（酸化鉄）Ｆｅ 2Ｏ 3

【数１】
Ｆｅ 2Ｏ 3＋３Ｈ 2ＳＯ 4＝Ｆｅ 2（ＳＯ 4）

3＋３Ｈ 2Ｏ
【００３２】
（二酸化マンガン）ＭｎＯ 2→Ｍｎ 2Ｏ 3

【数２】
Ｍｎ 2Ｏ 3＋３Ｈ 2ＳＯ 4＝Ｍｎ 2（ＳＯ 4）

3＋３Ｈ 2Ｏ
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【００３３】
上記反応により新たに水が生成し、その水が灰粒子の周りをコーティングして潤滑剤の役
割を果たすことによって塑性が高められるものと考えられる。
【００３４】
また、上記したように粘土状物質の塑性が高められて混練が容易になることにより、図１
に示すような開放型摺り練り機によっても容易に混練することができるようになる。
【００３５】
図１は開放型摺り練り機の一例を示したもので、図中１は上部が開放された容器であり、
該容器１には前記下水汚泥焼却灰と酸化鉄或いは二酸化マンガンと酸混合溶液との混合物
を装入できるようになっており、また矢印で示すように傾動させて内容物を払い出すこと
ができるようになっている。容器１の上部にはハンドル２の操作によって昇降できる例え
ば図２に示すような形状のフック３が設けられており、容器１内に前記下水汚泥焼却灰と
酸化鉄或いは二酸化マンガンと酸混合溶液との混合物を装入した状態で前記フック３を下
降させ、該フック３を図３のＡ或いは図４のＢに示すような自転と公転とを組み合わせた
軌跡で移動させることにより、前記容器１内に装入された混合物を混練（摺り練り）でき
るようになっている。
【００３６】
図１に示す開放型摺り練り機は、容器１が開放されているために混練時における熱を放散
させることができ、しかも混練時にフック３が空気を巻き込んで冷却しながら混練するよ
うになるために、粘土状物質の温度が上昇するのを効果的に防止することができ、よって
混練時において粘土状物質の温度を室温以下に保持することが容易に可能となる。尚、こ
のとき、必要に応じて容器１内の混合物に冷却用空気を吹きつける或いは容器１の外側に
冷却ジャケットを設けて冷却する等の方法を併用して粘土状物質の温度上昇を防止するよ
うにしても良い。
【００３７】
このように粘土状物質の温度上昇を容易に抑制できるので、充分な混練及び混練後の粘土
状物質を開放型摺り練り機から取り出して、型に入れて成形する等の作業を行うために必
要な時間を充分に確保することができ、よって前混練及び粘土状物質の型による成形等の
作業を連続的に安定して行えるようになる。
【００３８】
このように、本来微細でポーラスな形状で表面積の大きい高分子系の下水汚泥焼却灰は、
酸化鉄或いは二酸化マンガンと硫酸溶液とによって改質され、グリーンな状態においては
膠質の部分が多く、プラスチック並の成形自由度を有し、種々の成形方法にプラスチック
同様対応できるようになる。更に繊維補強剤の添加、混合においても同様に扱い得る。こ
のようにして得られた下水汚泥焼却灰固化物は若干酸性で吸水性においてもセメントモル
タルに比較して少なく、無機材であるから完全に不燃である。
【００３９】
硬化は常温においても自己硬化し自然放置でも充分であるが、前記したように型によって
成形された粘土状物質、又は型から取り出した粘土状物質を１００℃程度の温度で昇温す
れば、短時間に硬化させることができる。
【００４０】
上記したように、酸化鉄或いは二酸化マンガンを添加することによって、粘土状物質の塑
性が向上され、これにより開放型摺り練り機によっても容易に混練できるので、冷却しな
がらの混練が可能となることによって粘土状物質の温度を室温以下に保持することが容易
にでき、よって硫酸と下水汚泥焼却灰の反応速度を押えて、可使時間を延長し、混合、混
練を充分に行い、結果としてより充分な反応が行われることにより高強度の下水汚泥焼却
灰固化物を安定して製造することができる。
【００４１】
ここで「可使時間を延長」とは、下水汚泥焼却灰と酸溶液とを混練するに際し、温度が室
温以下となるように保持して硬化時間を遅らせることにより下水汚泥焼却灰と酸溶液との
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混練時間を長く保つことをいう。
【００４２】
また、成形した粘土状の物質を１００℃前後に昇温すると、反応の速度を早めることがで
き、又型枠に圧入した状態で型枠及び粘土状の物質を１００℃前後に昇温すると、反応の
速度が早められて脱型に必要な強度が早く得られて脱型を早期に行うことができ、このよ
うに粘土状物質の成形後における昇温を行うと、下水汚泥焼却灰固化物の生産性を高める
ことができる。
【００４３】
また上記によって得られた下水汚泥焼却灰固化物は、建材或いは敷石等として利用するの
に適した品質を備えている。
【００４４】
表６は、表４、表５に示した配合比の下水汚泥焼却灰固化物の性能を表わしている。
【００４５】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４６】
表６から明らかなように、本発明によれば先に出願の発明による表３の手練りの場合と全
く同等の曲げ強度を有する下水汚泥焼却灰固化物が得られた。
【００４７】
また、上記本発明によって得られた下水汚泥焼却灰固化物は、図５において酸化鉄を実線
で、二酸化マンガンを×線で示すごとく、下水汚泥焼却灰固化物を１０日間水道水に浸透
させても酸の溶出による大幅なｐＨ値の変化がおきないことが確認できた。なお、図５中
、点線は下水汚泥焼却灰１００ｇに、９７％濃硫酸１８ｃｃ、水４５ｃｃのみを添加して
得た下水汚泥焼却灰固化物の場合の比較例であり、本発明の下水汚泥焼却灰固化物と比較
例の場合の配合比を表７に示す。
【００４８】
【表７】
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【００４９】
【実施例】
次に本発明の実施例について説明する。
【００５０】
なお、以下の実施例においては、室温２０～２５℃の室内ですべての作業を行った。
【００５１】
［実施例１］
表１に示す化学組成の下水汚泥焼却灰１００ｇに対して、酸化鉄１～３ｇ、９７％濃硫酸
９～１５ｃｃと水２５～４５ｃｃとを混合し室内に放置した硫酸溶液を添加したものを、
図１の開放型摺り練り機によって混練することにより、褐色の粘土状の物質を得た。この
粘土状物質を型枠に圧入し、１０分後に成形体として型枠から外せる強度に達したため脱
型した。その後１４日間自然養生を行った。これにより、強固な褐色の下水汚泥焼却灰固
化物を得た。
上記下水汚泥焼却灰固化物の性能を、表６の供試体１，２，３及び図５の実線に示した。
上記実施例１で得た下水汚泥焼却灰固化物は、充分な曲げ強度を備え、しかも図５の実線
に示すごとく、１０日間水道水に浸透させても酸の溶出による大幅なｐＨ値の変化が起き
ることがなく、よって種々の建材、敷石等に有効利用できることが確認できた。
【００５２】
［実施例２］
表１に示す化学組成の下水汚泥焼却灰１００ｇに対して、二酸化マンガン１～３ｇ、９７
％濃硫酸９～１５ｃｃと水２５～４５ｃｃとを混合し室内に放置した硫酸溶液を添加した
ものを、図１の開放型摺り練り機によって混練することにより、褐色の粘土状の物質を得
た。この粘土状物質を型枠に圧入し、１０分後に成形体として型枠から外せる強度に達し
たため脱型した。その後１４日間自然養生を行った。これにより、強固な褐色の下水汚泥
焼却灰固化物を得た。
上記下水汚泥焼却灰固化物の性能を、表６の供試体４，５，６及び図５の×線に示した。
上記実施例２で得た下水汚泥焼却灰固化物は、充分な曲げ強度を備え、しかも図５の×線
に示すごとく、１０日間水道水に浸透させても酸の溶出による大幅なｐＨ値の変化が起き
ることがなく、よって種々の建材、敷石等に有効利用できることが確認できた。
【００５３】
【発明の効果】
本発明の高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰固化物の製造方法によれば下記のごとき
種々の優れた効果を奏し得る。
【００５４】
Ｉ）　高分子系凝集剤を用いた下水汚泥焼却灰に酸化鉄或いは二酸化マンガンを加え、更
に酸と水を混合して室温以下に保持した酸混合溶液を加えたものを、室温以下の温度を保
持しつつ混練し、得られた粘土状物質を成形するようにしているので、混練時における粘
土状物質の塑性を高めることができて均一な混練を容易に行うことができ、よって均一で
高品質な下水汚泥焼却灰固化物を得ることができる。
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【００５５】
ＩＩ）　粘土状物質の塑性が高められることにより、開放型摺り練り機による混練が可能
になり、よって粘土状物質の温度の上昇を抑制して可使時間を延長して、混合、混練を充
分に行い、結果として充分な反応を行わせることにより高強度の下水汚泥焼却灰固化物を
安定して製造することができ、連続生産を容易にすることができる。
【００５６】
ＩＩＩ）　得られた下水汚泥焼却灰固化物は、曲げ強度が高く且つ使用する酸の量も少く
、しかも酸溶出量も少いため、種々の建材、敷石等として有効に利用することができる。
【００５７】
ＩＶ）　下水汚泥焼却灰固化物は、高分子系の下水汚泥焼却灰と、酸と水との混合した低
濃度の酸液と、僅かな酸化鉄或いは二酸化マンガンとにより構成されているため、製造及
び取扱いに特別な配慮を必要とする物質が不要で、又設備についても特別のものは必要な
い。
【００５８】
Ｖ）　排水を初め何等の副生生物も生じない。溶融、焼結のように熱を必要としない。従
って、装置、操作についてもそのための配慮の必要もない。
【００５９】
ＶＩ）　高分子系下水汚泥焼却灰の固化物は、グリーンな状態においてプラスチックのよ
うな成形自由度をもち短時間で硬化するため、いろいろの成形方法が利用でき、繊維質な
どの補強剤の混入も可能である。
【００６０】
ＶＩＩ）　充分硬化した高分子系下水汚泥焼却灰の固化物は、弱酸性で有害な物質の溶出
もない。又無機素材なるがゆえ不燃で通常の温度においてはガスの発生もない。更に未処
理の下水汚泥焼却灰に比し取扱いが容易で著しい減容になる。
【００６１】
ＶＩＩＩ）　高分子系下水汚泥焼却灰の固化物は、セメントと異なり酸性であり、セメン
トの不得意とする酸性雰囲気における素材としても有効である。複合材料としてガラス繊
維と併用する場合でも特別なガラス繊維を必要としない。
【００６２】
ＩＸ）　下水汚泥焼却灰を廃棄物とせず、硫酸で処理した成形自由度の高い耐酸、耐火、
高強度の新素材とすることができるので、下水汚泥焼却灰の減量、減容と資源としての有
効利用を可能とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の方法に使用する開放型摺り練り機の一例を示す斜視図である。
【図２】図１の開放型摺り練り機のフックの一例を示す側面図である。
【図３】図１の開放型摺り練り機におけるフックの移動軌跡の一例を示す線図である。
【図４】図１の開放型摺り練り機におけるフックの移動軌跡の他の例を示す線図である。
【図５】本発明の実施例において、下水汚泥焼却灰固化物から酸が溶出してｐＨが経時的
に変化する状態を示すグラフである。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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